
株式売出目論見書
2023年12月

ダイダン株式会社



 

 

(1) ／ 2023/12/06 16:44 (2023/12/06 16:44) ／ 000000_wp_23081039_0000000-00_カバー(B5)_ostダイダン_目.docx 

 

 

 

 

 

 この目論見書により行う株式3,151,087,680円（見込額）の売出

し（引受人の買取引受による売出し）及び株式472,663,152円（見

込額）の売出し（オーバーアロットメントによる売出し）について

は、当社は金融商品取引法第４条第１項ただし書により同項本文の

規定による届出は行っておりません。 

 なお、売出価格等については、今後訂正が行われます。 

 また、その他の記載内容についても訂正されることがあります。 

 

 今後、売出価格等（売出価格、引受価額及び引受人の手取金をいう。以下同じ。）が

決定された場合は、売出価格等及び売出価格等の決定に伴い連動して訂正される事項

（引受人の買取引受による売出しの売出価額の総額、オーバーアロットメントによる売

出しの売出数及びオーバーアロットメントによる売出しの売出価額の総額をいう。以下

同じ。）について、目論見書の訂正事項分の交付に代えて売出価格等決定日の翌日付の

日本経済新聞及び売出価格等の決定後から申込期間の末日までの期間中のインターネッ

ト上の当社ウェブサイト（〔URL〕https://www.daidan.co.jp/news/category/ir/）（以

下「新聞等」という。）で公表いたします。また、売出価格等が決定される前に目論見

書の記載内容について訂正が行われる場合には、目論見書の訂正事項分が交付されます。

しかしながら、売出価格等の決定に際し、売出価格等及び売出価格等の決定に伴い連動

して訂正される事項以外の記載内容についての訂正が含まれる場合には目論見書の訂正

事項分が交付され、新聞等による公表は行いません。 
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【会社名】 ダイダン株式会社

【英訳名】 DAI-DAN CO., LTD.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長執行役員　　藤澤　一郎

【本店の所在の場所】 大阪市西区江戸堀１丁目９番25号

【電話番号】 大阪(06)6447局8003番

【事務連絡者氏名】 業務本部経理部長　　山口　雄一郎

【最寄りの連絡場所】 大阪市西区江戸堀１丁目９番25号

【電話番号】 大阪(06)6447局8003番

【事務連絡者氏名】 業務本部経理部長　　山口　雄一郎

【本目論見書により行う売出有価証券の種類】 株式

【本目論見書により行う売出金額】 引受人の買取引受による売出し 3,151,087,680円

オーバーアロットメントによる売出し 472,663,152円

（注）　売出金額は、売出価額の総額であり、2023年12月１日

（金）現在の株式会社東京証券取引所における当社普通

株式の終値を基準として算出した見込額であります。

【安定操作に関する事項】 １　今回の売出しに伴い、当社の発行する上場株式について、市

場価格の動向に応じ必要があるときは、金融商品取引法施行

令第20条第１項に規定する安定操作取引が行われる場合があ

ります。

２　上記の場合に安定操作取引が行われる取引所金融商品市場を

開設する金融商品取引所は、株式会社東京証券取引所であり

ます。

【表紙】
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ＰＥＲ（倍）＝
週末の終値

１株当たり当期純利益

（株価情報等）

１【株価、ＰＥＲ及び株式売買高の推移】

　2020年12月７日から2023年12月１日までの株式会社東京証券取引所における当社普通株式の株価、ＰＥＲ及び株式

売買高の推移（週単位）は以下のとおりであります。

　（注）１　当社は、2023年10月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っておりますので、株価、ＰＥ

Ｒ及び株式売買高の推移（週単位）については、下記（注）２乃至４に記載のとおり、当該株式分割を考慮

したものとしております。

２　・株価のグラフ中の１本の罫線は、週単位の始値、高値、安値、終値の４種類の株価を表しております。な

お、2023年10月１日付株式分割の権利落ち前の株価については、当該株価を２で除して得た数値を株価と

しております。

・始値と終値の間は箱形、高値と安値の間は線で表しております。

・終値が始値より高い時は中を白ぬき、安い時は中黒で表しております。

３　ＰＥＲの算出は、以下の算式によります。

・週末の終値については、2023年10月１日付株式分割の権利落ち前は当該終値を２で除して得た数値を週末

の終値としております。

・１株当たり当期純利益は、以下の数値を使用しております。

2020年12月７日から2021年３月31日については、2020年３月期有価証券報告書の2020年３月期の連結財務

諸表の１株当たり当期純利益を２で除して得た数値を使用。

2021年４月１日から2022年３月31日については、2021年３月期有価証券報告書の2021年３月期の連結財務

諸表の１株当たり当期純利益を２で除して得た数値を使用。

2022年４月１日から2023年３月31日については、2022年３月期有価証券報告書の2022年３月期の連結財務

諸表の１株当たり当期純利益を２で除して得た数値を使用。

2023年４月１日から2023年12月１日については、2023年３月期有価証券報告書の2023年３月期の連結財務

諸表の１株当たり当期純利益を２で除して得た数値を使用。

４　株式売買高については、2023年10月１日付株式分割の権利落ち前は当該株式売買高に２を乗じて得た数値を

株式売買高としております。
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２【大量保有報告書等の提出状況】

　2023年６月11日から2023年12月１日までの間における当社株式に関する大量保有報告書等の提出はありません。
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第一部【証券情報】

第１【募集要項】
　該当事項はありません。

種類 売出数
売出価額の総額

（円）
売出しに係る株式の所有者の住所

及び氏名又は名称

普通株式 2,192,000株 3,151,087,680

東京都千代田区丸の内二丁目７番１号

株式会社三菱ＵＦＪ銀行

974,000株

東京都千代田区大手町一丁目５番５号

株式会社みずほ銀行

480,000株

東京都千代田区丸の内一丁目１番２号

株式会社三井住友銀行

478,000株

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

260,000株

第２【売出要項】

１【売出株式（引受人の買取引受による売出し）】

　2023年12月19日（火）から2023年12月22日（金）までの間のいずれかの日（以下「売出価格等決定日」という。）

に決定される引受価額にて後記「２　売出しの条件（引受人の買取引受による売出し）」に記載の引受人は買取引受

けを行い、当該引受価額と異なる価額（売出価格）で売出しを行います。引受人は受渡期日に引受価額の総額を売出

人に支払い、本売出し（以下「引受人の買取引受による売出し」という。）における売出価格の総額との差額は引受

人の手取金とします。売出人は引受人に対して引受手数料を支払いません。

　（注）１　引受人の買取引受による売出しにあたり、その需要状況を勘案した上で、当該売出しの主幹事会社である野

村證券株式会社が当社株主から328,800株を上限として借入れる当社普通株式の売出し（以下「オーバーア

ロットメントによる売出し」という。）を行う場合があります。

オーバーアロットメントによる売出し等の内容につきましては、後記「募集又は売出しに関する特別記載事

項　１　オーバーアロットメントによる売出し等について」をご参照下さい。

２　引受人の買取引受による売出しに関連して、ロックアップに関する合意がなされておりますが、その内容に

つきましては、後記「募集又は売出しに関する特別記載事項　２　ロックアップについて」をご参照下さ

い。

３　振替機関の名称及び住所

株式会社証券保管振替機構

東京都中央区日本橋兜町７番１号

４　売出価額の総額は、2023年12月１日（金）現在の株式会社東京証券取引所における当社普通株式の終値を基

準として算出した見込額であります。
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売出価格
（円）

引受価額
（円）

申込期間 申込単位
申込証拠
金（円）

申込受付
場所

引受人の住所及び氏名又
は名称

元引受契
約の内容

未定

(注)１、２

売出価格等決定日の

株式会社東京証券取

引所における当社普

通株式の普通取引の

終値（当日に終値の

ない場合は、その日

に先立つ直近日の終

値）に0.90～1.00を

乗じた価格（１円未

満端数切捨て）を仮

条件とします。

未定

(注)１、

２

自　2023年

12月25日(月)

至　2023年

12月26日(火)

(注)３

100株

１株につ

き売出価

格と同一

の金額

右記金融

商品取引

業者の本

店及び全

国各支店

東京都中央区日本橋一丁

目13番１号

野村證券株式会社

東京都千代田区大手町一

丁目９番２号

三菱ＵＦＪモルガン・

スタンレー証券株式会

社

東京都千代田区大手町一

丁目５番１号

みずほ証券株式会社

東京都千代田区丸の内三

丁目３番１号

ＳＭＢＣ日興証券株式

会社

(注)４

２【売出しの条件（引受人の買取引受による売出し）】

　（注）１　日本証券業協会の定める有価証券の引受け等に関する規則第25条に規定される方式により、上記仮条件によ

り需要状況を勘案した上で、2023年12月19日（火）から2023年12月22日（金）までの間のいずれかの日（売

出価格等決定日）に売出価格を決定し、併せて引受価額（売出人が引受人より受取る１株当たりの売買代

金）を決定いたします。

今後、売出価格等（売出価格、引受価額及び引受人の手取金をいう。以下同じ。）が決定された場合は、売

出価格等及び売出価格等の決定に伴い連動して訂正される事項（引受人の買取引受による売出しの売出価額

の総額、オーバーアロットメントによる売出しの売出数及びオーバーアロットメントによる売出しの売出価

額の総額をいう。以下同じ。）について、目論見書の訂正事項分の交付に代えて売出価格等決定日の翌日付

の日本経済新聞及び売出価格等の決定後から申込期間の末日までの期間中のインターネット上の当社ウェブ

サイト（〔URL〕https://www.daidan.co.jp/news/category/ir/）（以下「新聞等」という。）で公表いた

します。また、売出価格等が決定される前に目論見書の記載内容について訂正が行われる場合には、目論見

書の訂正事項分が交付されます。しかしながら、売出価格等の決定に際し、売出価格等及び売出価格等の決

定に伴い連動して訂正される事項以外の記載内容についての訂正が含まれる場合には目論見書の訂正事項分

が交付され、新聞等による公表は行いません。

２　前記「１　売出株式（引受人の買取引受による売出し）」の冒頭に記載のとおり、売出価格と引受価額とは

異なります。売出価格と引受価額との差額の総額は、引受人の手取金となります。

３　株式の受渡期日は、2023年12月29日（金）であります。

申込期間及び受渡期日については、上記のとおり内定しておりますが、売出価格等決定日において正式に決

定する予定であります。

なお、上記申込期間及び受渡期日については、需要状況を勘案した上で繰り上げることがあります。当該需

要状況の把握期間は、最長で2023年12月18日（月）から2023年12月22日（金）までを予定しておりますが、

実際の売出価格等の決定期間は、2023年12月19日（火）から2023年12月22日（金）までを予定しておりま

す。

したがいまして、

①　売出価格等決定日が2023年12月19日（火）の場合、申込期間は「自　2023年12月20日（水）　至　2023

年12月21日（木）」、受渡期日は「2023年12月26日（火）」

②　売出価格等決定日が2023年12月20日（水）の場合、申込期間は「自　2023年12月21日（木）　至　2023

年12月22日（金）」、受渡期日は「2023年12月27日（水）」

③　売出価格等決定日が2023年12月21日（木）の場合、申込期間は「自　2023年12月22日（金）　至　2023

年12月25日（月）」、受渡期日は「2023年12月28日（木）」

④　売出価格等決定日が2023年12月22日（金）の場合は、上記申込期間及び受渡期日のとおり、

となりますのでご注意下さい。
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金融商品取引業者名 引受株式数

野村證券株式会社 1,096,000株

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社 617,000株

みずほ証券株式会社 240,000株

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 239,000株

４　元引受契約の内容

買取引受けによります。

引受手数料は支払われません。

ただし、売出価格と引受価額との差額は、引受人の手取金となります。

各金融商品取引業者の引受株式数

５　申込みの方法は、申込期間内に申込受付場所へ申込証拠金を添えて申込みをするものとします。

６　申込証拠金のうち引受価額相当額は、受渡期日に売出人への支払いに充当します。

７　申込証拠金には、利息をつけません。

８　株式は、受渡期日から売買を行うことができます。

社債、株式等の振替に関する法律の適用により、株式の売買は、振替機関又は口座管理機関における振替口

座での振替えにより行われます。

2023/12/05 15:40:57／23081039_ダイダン株式会社_目論見書（参照）

- 5 -



種類 売出数 売出価額の総額（円）
売出しに係る株式の所有者の住所

及び氏名又は名称

普通株式 328,800株 472,663,152
東京都中央区日本橋一丁目13番１号

野村證券株式会社

３【売出株式（オーバーアロットメントによる売出し）】

　（注）１　オーバーアロットメントによる売出しは、引受人の買取引受による売出しにあたり、その需要状況を勘案し

た上で、引受人の買取引受による売出しの主幹事会社である野村證券株式会社が当社株主から328,800株を

上限として借入れる当社普通株式の売出しであります。上記売出数は、オーバーアロットメントによる売出

しの売出数の上限を示したものであり、需要状況により減少し、又はオーバーアロットメントによる売出し

そのものが全く行われない場合があります。

オーバーアロットメントによる売出し等の内容につきましては、後記「募集又は売出しに関する特別記載事

項　１　オーバーアロットメントによる売出し等について」をご参照下さい。

今後、売出数が決定された場合は、売出価格等（売出価格、引受価額及び引受人の手取金）及び売出価格等

の決定に伴い連動して訂正される事項（引受人の買取引受による売出しの売出価額の総額、オーバーアロッ

トメントによる売出しの売出数及びオーバーアロットメントによる売出しの売出価額の総額）について、目

論見書の訂正事項分の交付に代えて売出価格等決定日の翌日付の日本経済新聞及び売出価格等の決定後から

申 込 期 間 の 末 日 ま で の 期 間 中 の イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト （ 〔URL 〕

https://www.daidan.co.jp/news/category/ir/）（新聞等）で公表いたします。また、売出価格等が決定さ

れる前に目論見書の記載内容について訂正が行われる場合には、目論見書の訂正事項分が交付されます。し

かしながら、売出価格等の決定に際し、売出価格等及び売出価格等の決定に伴い連動して訂正される事項以

外の記載内容についての訂正が含まれる場合には目論見書の訂正事項分が交付され、新聞等による公表は行

いません。

２　振替機関の名称及び住所

株式会社証券保管振替機構

東京都中央区日本橋兜町７番１号

３　売出価額の総額は、2023年12月１日（金）現在の株式会社東京証券取引所における当社普通株式の終値を基

準として算出した見込額であります。

売出価格
（円）

申込期間 申込単位
申込証拠金

（円）
申込受付場所

引受人の住所及び
氏名又は名称

元引受契約の内容

未定

(注)１

自　2023年

12月25日(月)

至　2023年

12月26日(火)

(注)１

100株

１株につき売

出価格と同一

の金額

野村證券株式

会社の本店及

び全国各支店

－ －

４【売出しの条件（オーバーアロットメントによる売出し）】

　（注）１　株式の受渡期日は、2023年12月29日（金）であります。

売出価格、申込期間及び受渡期日については、前記「２　売出しの条件（引受人の買取引受による売出

し）」において決定される売出価格、申込期間及び受渡期日とそれぞれ同一といたします。

２　申込みの方法は、申込期間内に申込受付場所へ申込証拠金を添えて申込みをするものとします。

３　申込証拠金には、利息をつけません。

４　株式は、受渡期日から売買を行うことができます。

社債、株式等の振替に関する法律の適用により、株式の売買は、振替機関又は口座管理機関における振替口

座での振替えにより行われます。
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【募集又は売出しに関する特別記載事項】

１　オーバーアロットメントによる売出し等について

　引受人の買取引受による売出しにあたり、その需要状況を勘案した上で、当該売出しの主幹事会社である野村證券

株式会社が当社株主から328,800株を上限として借入れる当社普通株式の売出し（オーバーアロットメントによる売

出し）を行う場合があります。オーバーアロットメントによる売出しの売出数は、328,800株を予定しております

が、当該売出数は上限の売出数であり、需要状況により減少し、又はオーバーアロットメントによる売出しそのもの

が全く行われない場合があります。

　なお、オーバーアロットメントによる売出しが行われる場合、野村證券株式会社は、引受人の買取引受による売出

しの対象となる株式とは別に、オーバーアロットメントによる売出しの売出数を上限として追加的に当社普通株式を

取得する権利（以下「グリーンシューオプション」という。）を、引受人の買取引受による売出し及びオーバーアロ

ットメントによる売出しの受渡期日から2024年１月19日（金）までの間を行使期間（以下「グリーンシューオプショ

ンの行使期間」という。（注））として上記当社株主から付与されます。

　また、野村證券株式会社は、引受人の買取引受による売出し及びオーバーアロットメントによる売出しの申込期間

の終了する日の翌日から2024年１月17日（水）までの間（以下「シンジケートカバー取引期間」という。（注））、

上記当社株主から借入れた株式（以下「借入れ株式」という。）の返却を目的として、株式会社東京証券取引所にお

いてオーバーアロットメントによる売出しに係る株式数を上限とする当社普通株式の買付け（以下「シンジケートカ

バー取引」という。）を行う場合があります。野村證券株式会社がシンジケートカバー取引により取得した全ての当

社普通株式は、借入れ株式の返却に充当されます。なお、シンジケートカバー取引期間内において、野村證券株式会

社の判断でシンジケートカバー取引を全く行わず、又はオーバーアロットメントによる売出しに係る株式数に至らな

い株式数でシンジケートカバー取引を終了させる場合があります。

　更に、野村證券株式会社は、引受人の買取引受による売出し及びオーバーアロットメントによる売出しに伴って安

定操作取引を行うことがあり、かかる安定操作取引により取得した当社普通株式の全部又は一部を借入れ株式の返却

に充当することがあります。

　上記のとおりシンジケートカバー取引及び安定操作取引により取得して返却に充当後の残余の借入れ株式は、野村

證券株式会社がグリーンシューオプションを行使することにより返却されます。

　なお、オーバーアロットメントによる売出しが行われるか否か及びオーバーアロットメントによる売出しが行われ

る場合の売出数については、売出価格等決定日に決定されます。オーバーアロットメントによる売出しが行われない

場合は、野村證券株式会社による上記当社株主からの当社普通株式の借入れ、当該株主から野村證券株式会社へのグ

リーンシューオプションの付与及び株式会社東京証券取引所におけるシンジケートカバー取引は行われません。

（注）　グリーンシューオプションの行使期間及びシンジケートカバー取引期間は、

①　売出価格等決定日が2023年12月19日（火）の場合、グリーンシューオプションの行使期間は「2023年12

月26日（火）から2024年１月19日（金）までの間」、シンジケートカバー取引期間は「2023年12月22日

（金）から2024年１月17日（水）までの間」

②　売出価格等決定日が2023年12月20日（水）の場合、グリーンシューオプションの行使期間は「2023年12

月27日（水）から2024年１月19日（金）までの間」、シンジケートカバー取引期間は「2023年12月23日

（土）から2024年１月17日（水）までの間」

③　売出価格等決定日が2023年12月21日（木）の場合、グリーンシューオプションの行使期間は「2023年12

月28日（木）から2024年１月19日（金）までの間」、シンジケートカバー取引期間は「2023年12月26日

（火）から2024年１月17日（水）までの間」

④　売出価格等決定日が2023年12月22日（金）の場合、グリーンシューオプションの行使期間は「2023年12

月29日（金）から2024年１月19日（金）までの間」、シンジケートカバー取引期間は「2023年12月27日

（水）から2024年１月17日（水）までの間」

となります。
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２　ロックアップについて

　引受人の買取引受による売出しに関連して、売出人である株式会社三菱ＵＦＪ銀行、株式会社みずほ銀行、株式会

社三井住友銀行及び三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社は野村證券株式会社に対し、売出価格等決定日に始まり、引受人の

買取引受による売出しの受渡期日から起算して90日目の日に終了する期間（以下「ロックアップ期間」という。）

中、野村證券株式会社の事前の書面による同意なしには、当社株式の売却等（ただし、引受人の買取引受による売出

し等を除く。）を行わない旨合意しております。

　また、当社は野村證券株式会社に対し、ロックアップ期間中は野村證券株式会社の事前の書面による同意なしに

は、当社株式の発行、当社株式に転換もしくは交換される有価証券の発行又は当社株式を取得もしくは受領する権利

を付与された有価証券の発行等（ただし、株式分割による新株式発行等を除く。）を行わない旨合意しております。

　上記のいずれの場合においても、野村證券株式会社はロックアップ期間中であってもその裁量で当該合意の内容を

一部もしくは全部につき解除できる権限を有しております。

第３【第三者割当の場合の特記事項】
　該当事項はありません。
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第二部【公開買付け又は株式交付に関する情報】
　該当事項はありません。

第三部【参照情報】

第１【参照書類】
　会社の概況及び事業の概況等金融商品取引法第５条第１項第２号に掲げる事項については、以下に掲げる書類を参照

すること。

１【有価証券報告書及びその添付書類】

　事業年度　第94期（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）2023年６月29日近畿財務局長に提出

２【四半期報告書又は半期報告書】

　事業年度　第95期第１四半期（自　2023年４月１日　至　2023年６月30日）2023年８月４日近畿財務局長に提出

３【四半期報告書又は半期報告書】

　事業年度　第95期第２四半期（自　2023年７月１日　至　2023年９月30日）2023年11月９日近畿財務局長に提出

４【臨時報告書】

　１の有価証券報告書提出後、金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２

項第９号の２の規定に基づく臨時報告書を2023年６月30日に近畿財務局長に提出
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第２【参照書類の補完情報】
　上記に掲げた参照書類としての有価証券報告書及び四半期報告書（以下「有価証券報告書等」という。）の提出日以

後、2023年12月11日までの間において、当該有価証券報告書等に記載された「事業等のリスク」について変更及び追加

がありました。

　以下の「事業等のリスク」は、当該変更及び追加後の「事業等のリスク」を一括して記載したものであります。それ

ぞれ当該変更及び追加箇所については＿＿＿罫で示しております。

　また、当該有価証券報告書等には将来に関する事項が記載されておりますが、そのうち有価証券報告書の「第一部　

企業情報　第２　事業の状況　１　経営方針、経営環境及び対処すべき課題等　（２）目標とする経営指標」及び「第

一部　企業情報　第２　事業の状況　４　経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析　

（１）経営成績等の状況及び分析・検討内容」に記載されている2023年度の中期経営計画の計画値は2021年２月に策定

したものであり、2023年12月11日現在の2023年度予想値とは異なっております。

　これらの事項及び以下の記載に含まれる事項を除き、当該有価証券報告書等に記載されている将来に関する事項は、

2023年12月11日現在においてもその判断に変更はなく、また新たに記載すべき将来に関する事項もありません。なお、

当該将来に関する事項については、その達成を保証するものではありません。

［事業等のリスク］

　当社は、永続的に価値を提供し続けるために、リスクの顕在化を未然に防止し、また、顕在化したリスクを極小化す

るべくリスクマネジメント体制を構築しています。経済的損失及び社会的損失が発生した場合の経営への多大なる影響

を想定し、報告及び対応のための管理手法、対策本部の設置に関する事項等について「リスクマネジメント規程」に定

め、リスクマネジメント委員会を設置しています。

　しかしながら、当該体制の構築を強化し、規程の遵守を徹底した場合であっても、事業に影響を与えるリスクの顕在

化を完全に払拭することはできないと考えています。これらのリスクについてはそれぞれ個別に対応策を講じているも

のの、著しい外部環境の変化が生じた場合には、当該リスクが顕在化する可能性があります。
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　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が連結会社の財政状態、経営成績

及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主要なリスクは、以下のとおりで

す。

　なお、本項において、将来に関する事項が含まれております。当該事項は、2023年12月11日現在において当社グルー

プが判断したものでありますが、当社グループが認識していない、又は重要性が乏しいと考えている追加的なリスク等

が、当社グループの事業、業績及び財政状態等に影響を及ぼす可能性もあります。

（１）市況変動リスク

　国内外の経済環境の悪化による設備投資の減少や技術革新等の外部環境の変化によって、建設需要が著しく減少す

ることにより、当社の受注環境が悪化し、事業環境に悪影響を被るリスクがあります。

　当社規程に基づき、外部環境の変化のモニタリングや事業多角化によるリスクの低減に努めておりますが、当該リ

スクが顕在化した場合、当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に影響を与える可能性が

あります。

（２）施工リスク

①　施工現場での安全環境の不整備や従業員教育等の欠如による労働災害の発生、施工物件の品質劣化及び施工中の

重大な品質事故により被るリスクがあります。

　当社規程に基づき、施工担当者は工事の安全衛生リスク及び品質環境リスクを把握し、それらを施工管理目標と

して設定することで堅実な施工に努めておりますが、当該リスクが顕在化した場合には、多額の損害賠償金の発

生、工程の手戻りによる損益の悪化、契約不適合による対応費用の発生、社会的信用の失墜など、当社グループの

財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に影響を与える可能性があります。

②　経済環境等の悪化による資機材・労務費の高騰並びにその影響による資機材の納期の長期化や納期遅延による施

工の長期化リスクがあります。

　当社規程に基づき、施工担当者はそれらのリスクを把握した上で施工計画の策定及び原価計算を行い、堅実な施

工に努めておりますが、当該リスクが顕在化した場合には、工事原価の高騰及び契約不適合による対応費用の発生

により、当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に影響を与える可能性があります。

③　建設業界の技能労働者の高齢化、日本における少子高齢化の進行を一因とした若年層の入職者数の減少による施

工体制の確保が困難になるリスクがあります。

　当社規程に基づき、施工担当者はこれらのリスクを把握した上で堅実な施工体制の構築を行っています。また当

社グループとして協力会社への人材採用活動の協力等を通じて当該リスクの減少に努めておりますが、当該リスク

が顕在化した場合、施工体制の構築不備による工期の遅延により、当社グループの財政状態、経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況に影響を与える可能性があります。

（３）人材リスク

　関連会社を含む技術者採用計画の未達、人材流出及び退職による人材喪失、それらによって生じる在籍社員への負

荷の増大並びに士気の低下により事業活動への支障ひいては事業継続性に影響を及ぼすリスクがあります。

　当社規程に基づき、技術者人材の採用・育成及び定年年齢の引き上げやITツールの利用促進、業務の一部アウトソ

ーシング体制の構築による生産性向上、積極的な経験者採用、地域限定正社員制度の導入により人材の確保・リスク

の低減に努めておりますが、当該リスクが顕在化した場合、施工体制の構築が困難となるなど、当社の事業活動及び

経営成績等に大きな影響を与え、事業継続に支障をきたす可能性があります。

（４）海外リスク

　海外における政治や社会、経済状況の変化に伴う損失や資金が回収できない状況、急激なインフレや通貨の急落、

国債の債務不履行、政権交代による経済・通商政策の変更、戦争や内乱に伴う政治の不安定化、そのほか法制や税制

の解釈・運用の相違、商慣行やマナーによる違い、外国企業に対する国民感情などによる損失を被るリスクがありま

す。

　当社規程に基づき、海外赴任者に対して海外リスクについて必要な情報をタイムリーに伝達し注意喚起する体制を

整えておりますが、当該リスクが顕在化した場合には、債権の回収不能、市況の悪化による受注工事高、完成工事高

の減少、為替変動による為替差損等が生じる可能性があります。
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（５）法的リスク

①　法令等の遵守状況が不十分であることにより損失を被るリスク（他のリスクに係るものを除く）、契約等の行為

が予想された法律効果を発生するための検討や訴訟等への対応が不十分であることによる損失を被るリスク、贈収

賄・癒着・横領等の腐敗行為への対応が不十分であることにより損失を被るリスク、法規類の改廃や新たな規制が

制定されたことによる、新たな義務の発生や費用負担の増加、権利等の制約を受けるリスクがあります。

　当社規程に基づき、建設業法、独占禁止法、労働安全衛生法等の各法令の順守を徹底し、法令違反の抵触を防止

しておりますが、当該リスクが顕在化した場合には、法的規制による行政処分等を受け、世評の低下や営業停止に

よる受注工事高の減少、罰金、課徴金等による費用等が生じる可能性があります。

②　2024年４月からの時間外労働の上限規制適用開始を受け、技術社員の労働時間減少に伴い設計・施工体制が構築

できない場合、完成工事高、営業利益の減少により損失を被るリスクがあります。

　当社規程に基づき、長時間労働の是正のためにプロジェクトを立ち上げ、技術社員の業務削減及び業務効率化に

よる総労働時間の減少を進めておりますが、当該リスクが顕在化した場合には、法的処分を受けることによる世評

の著しい悪化、施工能力の縮小により、当社グループの財政状態、経営成績、キャッシュ・フロー及び社員の就労

意欲に影響を与える可能性があります。

（６）オペレーショナルリスク

　技術開発の遅れ、営業活動の不振等により競争力を失い、継続的な事業活動に影響を被るリスク、金利・為替等の

様々な市場のリスクファクターの変動により保有する資産・負債（オフバランス資産・負債を含む）の価格が変動し

損失を被るリスク（市場リスク）、市場の混乱等により必要とされる数量を妥当な水準で取引できないことにより損

失を被るリスク（市場流動性リスク）があります。

　当社規程に基づき、中長期的な研究開発計画の策定、全社的な視点での営業活動による営業情報の蓄積に努めてお

りますが、当該リスクが顕在化した場合には、受注工事高、完成工事高の減少、保有資産の減損等が生じる可能性が

あります。

（７）情報漏洩リスク

①　個人情報及び取引先の秘密情報の喪失・改ざん・不正使用・外部への漏洩により損失を被るリスクがあります。

　当社規程に基づき、個人情報及び取引先の秘密情報の管理に関する規程・マニュアルの整備、現場ごとの秘密保

持契約の締結、作業者単位での秘密保持誓約書の提出及び教育を実施し、リスクの低減に努めておりますが、当該

リスクが顕在化した場合には、各対応費用、損害賠償の発生、世評の低下による受注工事高の減少等が生じる可能

性があります。

②　情報システムの破壊・停止・誤作動・不正使用等により損失を被るリスクがあります。

　当社規程に基づき、ITに係る規程・マニュアルの整備、権限の設定、バックアップの作成、従業員のセキュリテ

ィ教育等を実施し、情報の「可用性」「完全性」「機密性」の確保に努めておりますが、当該リスクが顕在化した

場合には、各対応費用、損害賠償の発生、世評の低下による受注工事高の減少等が生じる可能性があります。

（８）資産リスク

　資産管理の瑕疵等の結果、資産の毀損等により損失を被るリスクがあります。資産とは、有価証券等の金融資産、

所有および賃貸借中の土地・建物、建物に付随する設備、什器・備品等の有形資産、知財等の無形資産を指します。

　当社規程に基づき、金融資産のモニタリング、有事の際の資産管理（BCP等）、弁護士との連携による知財等の紛

争リスクを低減しておりますが、当該リスクが顕在化した場合には、保有資産の減損、紛争に伴う対応費用等が生じ

る可能性があります。

（９）自然災害リスク

　台風、河川の氾濫、地震等の自然災害によって、当社の保有する有形資産の毀損や執務環境等の質の低下、役職員

の安全等に損失を被るリスクがあります。

　当社規程に基づき、大規模災害による混乱防止、役職員及びその家族の安全確保、顧客支援等を迅速に行う事業継

続管理（BCM）を定めておりますが、当該リスクが顕在化した場合には、保有資産の減損、事業中断に伴う受注工事

高、完成工事高の減少、各支援等による費用等が生じる可能性があります。

（１０）評判リスク

　事実と異なる風説・風評の流布及び事実に係る当社の対応の不備の結果、当社に対する評判・評価が悪化し、当社

の企業価値損失を被るリスクがあります。
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　当社規程に基づき、企業活動等における情報を適時かつ適切な方法で開示しています。また危機発生時には対策本

部を設置し、報道機関等への対応については対策本部長が行うとしていますが、当該リスクが顕在化した場合には、

受注工事高や採用人数の減少といった当社の企業活動の根幹に影響を及ぼすような被害が生じる可能性があります。

（１１）信用リスク

　信用供与先の財務状況の悪化、契約不履行等により、資産の価値が減少ないし消失し、損失を被るリスクがありま

す。

　当社規程に基づき、取引の際には信用調査を行い、格付けの低い取引先については慎重に検討した上で取引を行っ

ていますが、当該リスクが顕在化した場合には、工事代金の回収が困難となり、当社グループの財政状態、経営成績

及びキャッシュ・フローの状況に影響を与える可能性があります。

（１２）気候関連リスク

　低炭素経済への移行に伴う政策・法規制の強化によるコスト増、エネルギー技術の対応に遅れることによる機会喪

失、脱炭素社会に向けた需要の変化への未対応、情報開示不足による当社に対する評価と信頼低下などのリスク、お

よび気候変動による気象災害の頻発や平均気温の上昇など物理的変化に関するリスクがあります。

　当社規程に基づき、サステナビリティ委員会が気候関連リスクについて特定・評価し、その情報をリスクマネジメ

ント委員会と共有していますが、当該リスクが顕在化した場合には、需要変化への対応が遅れることによる受注機会

の減少、気象災害の頻発による当社社屋への損害や工事見合わせ等に伴う事業運営コストの増加および平均気温の上

昇による建設現場の従業員の生産性低下等が生じる可能性があります。

第３【参照書類を縦覧に供している場所】
ダイダン株式会社　本店

（大阪市西区江戸堀１丁目９番25号）

ダイダン株式会社　東京本社

（東京都千代田区富士見２丁目15番10号）

ダイダン株式会社　名古屋支社

（名古屋市東区東桜１丁目１番10号）

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

第四部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。

第五部【特別情報】
　該当事項はありません。
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会社名 ダイダン株式会社

代表者の役職氏名 代表取締役社長執行役員　　藤澤　一郎

60,626百万円

（2021年８月31日の上場時価総額）

東京証券取引所に
おける最終価格

発行済株式総数

2,703円 × 22,981,901株 ＝ 62,120百万円

（2022年８月31日の上場時価総額）

東京証券取引所に
おける最終価格

発行済株式総数

2,226円 × 22,981,901株 ＝ 51,157百万円

（2023年８月31日の上場時価総額）

東京証券取引所に
おける最終価格

発行済株式総数

2,985円 × 22,981,901株 ＝ 68,600百万円

「参照方式」の利用適格要件を満たしていることを示す書面

１　当社は１年間継続して有価証券報告書を提出しております。

２　当社の発行する株券は、東京証券取引所に上場されております。

３　当社の発行済株券は、３年平均上場時価総額が250億円以上であります。

（参考）

2023/12/05 15:40:57／23081039_ダイダン株式会社_目論見書（参照）

- 14 -



事業内容の概要及び主要な経営指標等の推移

１　事業内容の概要

　当社グループは、当社、連結子会社４社、非連結子会社10社及び持分法適用関連会社１社（2023年12月11日現在）

で構成され、電気、空調、水道衛生設備工事の設計、監理及び施工を主な事業としております。

　当社グループの事業に係る位置付けは次のとおりであります。

＜設備工事業＞

　当社が受注した工事のうちの一部については、ダイダンサービス関東㈱、ダイダンサービス関西㈱、大電工事㈱、

岡山大電設備㈱、九州大電設備㈱、熊本大電設備㈱、ダイダンサービス中部㈱、DAI-DAN INTERNATIONAL ASIA PTE. 

LTD.に施工を担当させております。

　DAI-DAN（THAILAND）CO., LTD.、DAI-DAN（VIETNAM）CO., LTD.及びDAI-DAN INTERNATIONAL ASIA PTE. LTD.に対

して当社は技術支援を行っております。Presico Engineering Pte. Ltd.はシンガポールを中心に設備工事業を行っ

ております。

＜その他＞

　セラボヘルスケアサービス㈱は、再生医療関連施設に関するコンサルティング及び機器の販売業務を行っておりま

す。

　台灣大暖股份有限公司は、有力な半導体メーカーの集積する台湾で、通常は廃棄されていた使用済みエアフィルタ

ーを再生するサービスを行っております。

　なお、Presico Engineering Pte. Ltd.は2023年２月に発行済株式総数の40.0％を取得し持分法適用関連会社とし

たものであります。

　当社グループは、設備工事業の単一セグメントであります。

≪事業の系統図≫
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回次 第90期 第91期 第92期 第93期 第94期

決算年月 2019年３月 2020年３月 2021年３月 2022年３月 2023年３月

完成工事高 (百万円) 155,565 169,229 157,712 162,929 185,961

経常利益 (百万円) 8,057 9,282 9,262 8,095 9,288

親会社株主に帰属する当期

純利益
(百万円) 5,464 6,399 6,318 5,778 6,626

包括利益 (百万円) 3,334 4,574 10,369 4,299 7,083

純資産 (百万円) 66,390 67,409 74,837 77,242 82,424

総資産 (百万円) 120,728 123,049 132,210 139,099 148,544

１株当たり純資産 (円) 2,970.59 3,101.72 3,491.84 3,603.11 3,841.33

１株当たり当期純利益 (円) 245.16 291.29 291.96 270.16 309.56

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益
(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 54.8 54.6 56.4 55.4 55.4

自己資本利益率 (％) 8.4 9.6 8.9 7.6 8.3

株価収益率 (倍) 10.5 10.0 10.1 7.8 7.7

営業活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △13,541 12,742 14,241 △11,718 15,941

投資活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △232 △636 △718 △873 △4,729

財務活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △1,317 △3,240 △3,487 △3,214 △2,218

現金及び現金同等物の期末

残高
(百万円) 12,776 21,616 31,747 16,037 25,348

従業員数
(人)

1,600 1,617 1,644 1,727 1,830

（外、平均臨時雇用者数） (317) (316) (337) (328) (313)

２　主要な経営指標等の推移

(1）連結経営指標等

　（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．第91期以降、１株当たり純資産の算定上、役員報酬ＢＩＰ信託口が保有する当社株式を期末発行済株式総数

から控除する自己株式に含めております。

また、１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めておりま

す。

３．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第93期の期首から適用してお

り、第93期以降に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっておりま

す。
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回次 第90期 第91期 第92期 第93期 第94期

決算年月 2019年３月 2020年３月 2021年３月 2022年３月 2023年３月

完成工事高 (百万円) 153,849 167,245 156,194 161,126 179,619

経常利益 (百万円) 7,995 9,188 9,146 8,216 9,423

当期純利益 (百万円) 5,426 6,341 6,242 5,863 6,775

資本金 (百万円) 4,479 4,479 4,479 4,479 4,479

発行済株式総数 (千株) 22,981 22,981 22,981 22,981 22,981

純資産 (百万円) 65,775 67,565 73,178 75,779 80,689

総資産 (百万円) 119,404 123,085 129,750 136,750 144,312

１株当たり純資産 (円) 2,950.76 3,118.56 3,423.81 3,542.24 3,768.82

１株当たり配当額

(円)

76.00 90.00 90.00 90.00 100.00

（内、１株当たり中間配当

額）
(28.00) (40.00) (45.00) (45.00) (45.00)

１株当たり当期純利益 (円) 243.42 288.65 288.44 274.15 316.51

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益
(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 55.1 54.9 56.4 55.4 55.9

自己資本利益率 (％) 8.4 9.5 8.9 7.9 8.7

株価収益率 (倍) 10.6 10.1 10.3 7.7 7.5

配当性向 (％) 31.2 31.2 31.2 32.8 31.6

従業員数
(人)

1,488 1,507 1,531 1,578 1,645

（外、平均臨時雇用者数） (317) (316) (336) (328) (313)

株主総利回り (％) 112.7 130.9 137.2 104.2 119.9

（比較指標：配当込み

TOPIX業種別株価指数（建

設業））

(％) (88.0) (71.7) (89.7) (84.7) (90.2)

最高株価 (円) 3,050 3,060 3,150 2,978 2,507

最低株価 (円) 2,136 1,900 2,490 2,050 1,878

(2）提出会社の経営指標等

　（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．第90期の１株当たり配当額76円00銭には、特別配当20円00銭を含んでおります。

３．第94期の１株当たり配当額100円00銭には、記念配当10円00銭（創業120周年記念配当）を含んでおります。

４．第91期以降、１株当たり純資産の算定上、役員報酬ＢＩＰ信託口が保有する当社株式を期末発行済株式総数

から控除する自己株式に含めております。

また、１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めておりま

す。

５．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第93期の期首から適用してお

り、第93期以降に係る主要な経営指標等については、当該企業会計基準等を適用した後の指標等となってお

ります。

６．最高株価及び最低株価は、2022年４月４日より東京証券取引所（プライム市場）におけるものであり、それ

以前は東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。
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